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Problem-Based Learning (PBL) is an effective pedagogical approach that leads to the
acquiring of higher-order integrative abilities, such as problem-solving abilities, through
integrated learning for problem solving. On the other hand, there have been cases where the
introduction of PBL was not enough to deal with issues that arose in practice, and continuous
implementation of PBL was abandoned. Thus, the purpose of this study is to investigate the
sustaining factors of PBL in a case study of continuing PBL. As our main research method,
we used an interview survey of the Niigata University Faculty of Dentistry, which
participated in continuing PBL. To expand the scope of study to include not only curriculum
development, but also the PBL management, the survey results were organized using the
following frameworks:ʠCurriculum Relevance,ʡʠCollaborative Support for Curriculum,ʡ

ʠCorrespondence between Curriculum and Management,ʡandʠCoordination with the
Outside World.ʡAt the Niigata University Faculty of Dentistry, assessment experts joined
the field, and high-quality assessments corresponding to educational goals been developed
and implemented. In addition, core members were assigned to PBL-related courses, and an
organizational structure with a middle leader was adopted. From the analysis, and
considering the survey results, it is suggested that it is especially important to reduce the
burden of teachers and to realize the effect of education as a sustaining PBL factor.

〔キーワード：PBL，持続可能性，持続要因，カリキュ
ラムマネジメント，事例研究〕

1. 問題と目的

⑴ 大学教育におけるPBLへの注目
大学のユニバーサル化やグローバル化が進む中，その

教育の質を保証することは，世界各国で共通の課題と
なっている．わが国においては，2008年に中央教育審
議会が「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（学士課
程答申）を出して以降，その議論が活発化し，学生の主
体的な学習を促す質の高い学士課程教育を進めていくこ
とが求められるようになった．この大学教育の質保証を
実現するには，深さをともなったアクティブラーニング

が必要であり，その中でも特に注目を集めているのが
Problem-Based Learning（PBL）である．PBLは，
解決策を導くために事例から問題を発見し，学習者自ら
が学習課題を設定して学習を進めていく，学習者主体の
教育的アプローチである．またそのプロセスにはグルー
プワークや授業外での自己主導的な学習が含まれること
が多い（Barrows, 2000；Savery, 2006；杉山・松下，
2019）．

PBLの発祥は，1960年代のカナダのマクマスター大
学における医療教育であるとされており（Barrows &
Tamblyn, 1980），その後，他の健康科学課程へと広が
り，工学，建築学，教育学などの専門プログラムへ，そ
して，英才教育や他の初等・中等教育段階の学校へと広
く展開されていった（Walker & Leary, 2009）．今で
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は，特に医学の分野だけでなく，法学，工学，心理学，
リベラルアーツなどの多様な分野で使用されている教育
システムとして捉えられている（Servant-Miklos et al.,
2019）．

実際にわが国でも，PBLはベネッセ教育総合研究所
（2013）が全国の学科長を対象に実施した調査において，
調査されたどの学部系統においても少なからず実践され
ていることが確認できる（ただし，Project-Based
Learningと併せた結果）．また，三重大学が医学部にお
いて実践していたProblem-Based Learningを，他の学
部にも広め，全学的に展開するなど（杉山・松下，
2018），総合大学においてPBLを全学的に導入しようと
する動きもみられる．
⑵ PBLを導入した大学が抱える問題

先述のように，大学教育においてPBLが注目され，
多分野的に導入が進む一方，PBLの発祥分野であり，
先進的にPBLに取り組んでいる医療分野において，教
育的な効果を期待してPBLを導入しても，実践中に生
じる課題に十分に対応できず，PBLの継続的実施を断
念する事例やPBLの時間を減らす事例が出てきている

（藤倉，2012；岡田，2012；鈴木，2012；杉山・松下，
2019など）．それは，いわば「PBLの持続可能性」（杉
山・松下，2019）が問われている状態であるといえる．

しかし一方で，PBLを中断した実践が必ずしも失敗
事例だとは限らない．PBLとは別の方法で効果をあげ
ている場合，それは正当に評価されるべきである．つま
り，持続可能性の議論の前に，そもそもなぜPBLを維
持すべきなのかという，その「持続意義」が問われなく
てはならない．杉山・松下（2019）は，このPBLの持
続意義に関して，「PBLの代替不可能性」を認識するこ
とで「持続意義」が示せるようになることを見出してい
る．「PBLの代替不可能性」とは，「教育目標を実現す
るために，PBL以外の方法で代替することが不可能で
あること」（杉山・松下，2019，p.61）を指す．そして
これが認識された時にPBLの持続意義が感知され，そ
の持続に向けた努力がなされることになるのである．
⑶ 研究の目的

PBLは，その持続意義が認められていることを前提
に，うまく実施することができれば，問題解決に向けた
統合的な学習が行われることによって，問題解決能力な
どの「高次の統合的な能力」（斎藤，2019）の獲得が期
待できる優れた教育的アプローチであるが，前述のよう
に，PBLの継続的実施を断念する事例が出てきている
現状がある．PBLの阻害要因としては，教員数の問題
やコスト，教員の意識や多忙さ，評価方法，カリキュラ
ム整備など（吉田・大西，2004；全国医学部長病院長
会議，2018）が項目としてあがっているものの，PBL

を現在も継続している事例を対象とした，PBLを持続
させていくため具体的な手立てに関する知見は十分に提
示されていない．

そこで本研究では，PBLを継続している事例を対象
にインタビュー調査などを行い，PBLの継続事例にお
ける持続要因について検討することを目的とする．これ
によって，PBLの持続可能性を高めるための，具体的
な手立ての一例を提示することができるであろう．

2. 方法

⑴ 対象事例「新潟大学歯学部のPBL」
PBLの継続事例である新潟大学歯学部は，過密な知

識偏重教育の見直しと，統合的かつ効果的な教育の実現
に向け，2000年から新教育課程を開始し（小野他，
2009），2004年に本格的なPBLの導入を行っている（新
潟大学歯学部，2009）．新潟大学歯学部は，1965年の設
立当初からある歯学科（⚖年制：定員40名）と，2004
年に新設された口腔生命福祉学科（⚔年制：定員20名）
の⚒学科で構成される．各プログラムにおける目標とし
ての学習成果を「知識・理解」「当該分野固有の能力」

「汎用的能力」「態度・姿勢」の⚔つの観点に分類して掲
げるとともに，歯学教育という文脈のなかで問題解決能
力を育成することを目指し，両学科においてPBLが導
入されている（小野・松下，2015）．なお，PBL科目は
基本的に学科の全学生が受講する重要科目である．
2013年には，PBLで養成する問題解決能力や自己学習
能力を評価するために，カナダのマクマスター大学で考
案されたトリプルジャンプという評価方法を改良し「改
良版トリプルジャンプ」（以下Modified Triple Jump：
MTJ）を開発，実施している．通常のトリプルジャン
プは，一般的なPBLではグループ学習で行う事例から
の学習課題の抽出や，調べた情報をもとに解決策を提案
するステップを，教員との一対一のやり取りに代えて学
生を評価するものである．MTJは，このトリプルジャ
ンプにおける教員の評価負担を軽減しつつ，より統合的
な問題を評価するために，学習課題の抽出と解決策の提
案は文書に書かせて評価するとともに，解決策の実行を
模擬場面でのロールプレイによって評価するという方法
である．なお，どちらにおいても信頼性を担保するため
にルーブリックが使われている（小野他，2014）．加え
て，このような科目レベルの取り組みのみならず，
2016年からは，歯学科で新たにPBLを主軸に置いたカ
リキュラムに改編するなど，2004年の本格的なPBLの
導入から現在まで，様々な工夫を凝らし，PBLを続け
ている．こうしたPBLの持続可能性に関連する背景を
持つことから，本研究では新潟大学歯学部における
PBLの取り組みを，PBLの継続事例として取り上げる
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こととした．なお，歯学部として教員も学科をまたがり
PBLを実践していることから，本研究では学科ではな
く学部を主な分析の単位としている．
⑵ 分析枠組み

近年，大学教育において⚓つのポリシー（ディプロ
マ・ポリシー：DP，カリキュラム・ポリシー：CP，ア
ドミッション・ポリシー：AP）の公表が義務化された．
これに伴い，大学教育の一層の改革に向け，単なる授業
改善にとどまらず，大学として学校の教育目標の実現に
向け，教育課程（カリキュラム）を編成，実施し，評価
しながら改善を図っていく組織的な営みである，カリ
キュラムマネジメントの確立に取り組むことが求められ
ている（中央教育審議会，2014）．したがってPBLを実
施する際にも，PBLのカリキュラム開発のみならず，
そのマネジメントにも視野を広げて検討していく必要が
あると考えられる．そこで本研究では，このカリキュラ
ムマネジメントの分析枠組みに関し，カリキュラムマネ
ジメントの機能と構造を理論的に整理している中留

（2012）の「カリキュラムマネジメントのグランドデザ
イン」を援用する．ただし，このグランドデザインは，
各要素が詳細に設定されているため，本研究の分析枠組
みとしては複雑になりすぎることが懸念される．そこ
で，本研究では，このグランドデザインにおける各要素
を（A）から（D）までの⚔つのカテゴリーに簡略化し
た分析枠組みを用いる．
（A）は「カリキュラムの連関性」であり，カリキュ
ラムと教育目標との連関性，内容や方法の連関性，実態
やニーズとの連関性，評価機能が含まれる．（B）は

「カリキュラムを支える協働性」であり，組織構造や組
織文化を統合した組織力やリーダーシップが含まれる．

（C）は「カリキュラムとマネジメントの対応」であり，
（A）と（B）の対応関係をみる視点である．そして
（D）は，地域や行政，国家試験や就職先などとの連携
をみる「外部との連携」である．本稿第三章の結果と考
察では，この枠組みに沿って知見を整理していくことと
する．
⑶ 分析方法

本研究では，継続事例の取り組みに詳しい教員に対
し，研究の主旨を説明し，同意を得た後，半構造化イン
タビュー調査を行った．なお，インタビューの質問項目
は，第一章で挙げた先行研究で示されているPBLの阻
害要因や，第二章第二節の分析枠組みなどを参考に構成
した．そして，得られた音声データをテクスト化した
後，その中でもインタビュイーの認識を問うようなイン
タ ビ ュ ー に 関 し て は Steps for Coding and
Theorization：SCAT（大谷，2019）による質的分析
を行った．SCATは，〈⚑〉テクストの中の注目すべき

語句を抽出，〈⚒〉それを言い換えるためのデータ外の
語句を記入，〈⚓〉それを説明するための概念を記入，

〈⚔〉そこから浮き上がるテーマ・構成概念の記入，
〈⚕〉疑問・課題の記入というコーディングの手続きと，
〈⚔〉のテーマ・構成概念を紡いでストーリーラインを
作成する過程をもつ分析手法である．またSCATは，
小規模な質的データの分析にも適用でき，その明示的で
定式的な手続きから初学者にも着手しやすい手法とされ
ている（大谷，2011）．本研究のデータは，一事例の小
規模なものとなるため，この手法を用いることとした．
なお本研究では，ストーリーラインを示す際に，使用し
たテーマ・構成概念を下線で表記している．
⑷ 調査概要

本事例に対して行った調査は以下の通りである．
1) インタビュー⚑（Int1）

インタビュー⚑（Int1）は2018年⚖月10日に，新潟
大学歯学部副学部長であり，学務委員長でもあるA教員
と，新潟大学歯学部助教であり，PBL教育の受講生と
して⚑期生でもあったB教員をインタビュイーとして，
半構造化グループインタビュー形式で行った．主な質問
項目は，「なぜPBLを続けられているのか」，「続けてい
く中で生じた課題は何か」，「続けていく上で何が重要と
感じたか」，「どのような工夫をしているか」であり，イ
ンタビュー時間は39分であった．
2) インタビュー⚒（Int2）

A教員を含む，MTJの授業担当者⚓名を対象に，
2018年⚗月13日に⚒回目の半構造化グループインタ
ビュー（インタビュー⚒：Int2）を実施した．インタ
ビュイーは，A教員と，新潟大学歯学部歯学科教授で
PBLのチューターをつとめ，MTJの評価者でもあるC
教員，新潟大学歯学部口腔生命福祉学科助教で，PBL
のチューターをつとめ，MTJの評価者でもあるD教員
である．主な質問項目は，「PBLの魅力や効果と手応
え」，「教員の負担を減らす工夫」，「チューターの質を担
保する工夫」，「コアメンバーの配置や役割」，「カリキュ
ラム構成」であり，インタビュー時間は72分であった．
3) インタビュー⚓（Int3）

Int1，⚒を経て，事前に知り得なかった取り組みの実
施時期や形態，PBLの実施に関す課題などへのA教員の
認識を確認する必要性が生じたことから，2018年⚗月
13日のInt2の実施後に，A教員のみを対象に，インタ
ビュー⚓（Int3）を実施した．取り組みの実施時期や形
態に関しては，A教員から得た資料をもとに事実確認を
行った．また，PBLの実施に関する課題などへのA教員
の認識の確認は，新潟大学の取り組みを整理した年表を
A教員に示し，各取り組みの実施時期と対応させながら
確認を行った．インタビュー時間は48分であった．
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4) その他
上記の調査の他に，メールによるやり取りを行い，

MTJの授業見学や，各取り組みの詳細を確認する自由
記述形式の追加質問を行っている．なお，PBLの取り
組みに関する各教員の課題意識や思考過程から，取り組
みの実態を明らかにするためのInt1とInt2に関しては，
ICレコーダーに録音した音声データをテクスト化し，
SCATによる分析を行うが，事実確認を主な目的とし
たInt3での語りと自由記述形式の追加質問に関する回答
は，得られた語りをそのまま用いることとする．

3. 結果と考察

以下，第二章で示した分析枠組みのカテゴリーごと
に，Int1とInt2に対するSCATによる分析から得られた
各ストーリーラインを中心に，PBLを継続していく上
で特に重要と思われる部分を提示しながら，具体的な調
査結果の整理と考察を行っていく．
⑴ カリキュラムの連関性（要素A）
「カリキュラムの連関性」（要素A）に関し，特に注目
したいのが，ストーリーライン⚑である．

ストーリーライン⚑(A教員：労力に見合う効果の実感)
A教員は，教育効果の実感が重要なPBLの持続要因であると認
識している．例えば，MTJも教員の負担は大きいが，卒業する
までの過程で⚓回実施することで，同じ学生の変化がわかるよ
うになっており，大方の学生は良くなっていってるという感覚
を持っている．こうした，労力をかけただけ学生が良くなって
いるという実感が，教員のPBLへの参与の動機づけとなり，そ
こで楽しいという気持ちが出てくると，PBLの持続可能性につ
ながると考えられている．また，この教育効果は対面による強
調が行われ，ワークシートよりも学生との対面でのやり取りの
中でより一層成長を実感できるという．

このストーリーラインから，PBLの持続要因として，
労力に見合う教育効果の実感が得られるか否かが，大き
く影響していることが考えられる．またそれは，教員の
PBLの取り組みへの参与の動機づけにつながり，その
効果は，対面時により強く実感されることが示唆される．

加えて，B教員はインタビュー後の筆者とのメールで
のやり取りの中で，PBLに対する自身の実感を次のよ
うに語り，PBLの教育効果が科目を超えて実感される
可能性を示している．

語り⚑（B教員）
教員の方もPBLを通じて学習した考え方が身についてから臨床
実習の指導を行う方が，指導がしやすく，よりディープな部分
の説明が理解できているとの実感があるのではないでしょうか．

［中略］そういった意味で，PBL単独で良し悪しを判断する以外
にも，他の授業との関連の中で意義あるものとして認識される
のではないでしょうか．

こうした教育効果の実感に向け，新潟大学歯学部で
は，授業中だけでなく卒業後まで長期的に学生の成長を
捉える機会が設けられており（小野他，2009など），
2018年度からは卒業時アンケート，卒業生アンケート，
就職先アンケートの⚓種類の調査を組織的に実施してい
る．では，こうした評価機能への意識はいつ頃から生
じ，改善が試みられてきたのであろうか．この点に関
し，関連資料（新潟大学歯学部，2009；小野他，2006；
小野他，2009；小野他，2014；小野・松下，2015）と
Int1やInt2に加え，Int3のA教員のPBLの取り組みに対
する認識の調査や，追加質問において確認された新潟大
学歯学部におけるPBLの展開の動向をまとめた表⚑を
参照したい．

各種カリキュラム開発やそのマネジメントの取り組
み，PBLの先進大学への視察や研修もさることながら，
注目したいのは，A教員が2007年頃から，知識にとど
まらない高次の能力の評価方法を取り入れることを課題
として認識していた点である．これに関するInt3でのA
教員の語りの一部を示す（［ ］内は筆者が編集）．

語り⚒（A教員）
結局じゃあどうやって評価していくんだと，［中略］ただ単に知
識だとか，そういうものじゃなくて，コミュニケーションとか，
課題解決力とかがクローズアップされてきたじゃないですか，
学士力答申あたりから．そうすると，結局PBLやってるけど，
⚕，⚖年とか10年やってくると，結局これって何が良くなって
るんだろうという疑問とかも出てくるんですよ，当然．そうす
ると，学士力答申とか，アクティブラーニング全盛とかになっ
てきたけど，［中略］それとかってどうやって評価するのかっ
て，最初の頃何も書いてなかったじゃないですか．［中略］それ
で，結局この［高等教育における評価の専門家の］先生にお会
いする時間軸が，［中略］ここがやっぱり一番，私個人的には悩
んだ時期かなと思います．

この語りからもわかるように，A教員はPBL導入後，
学士課程答申などの外的な要請に目を向けつつ，PBL
の手応えを得るために，問題解決能力といった高次の能
力の評価方法の開発を一番の課題として認識していた．
また，その課題を解決するために，2011年には高等教
育における評価の専門家も参入し，2013年にMTJが実
施されるなど，質の高い評価方法が開発されている（例
えば，松下他，2013；Matsushita et al., 2018；小野他，
2014）．そして，こうした評価は，DPと対応も図られ
ている．例えば歯学科では，歯学科における24項目の目
標としての学習成果を，カリキュラムにおける各授業科
目に振り分けて対応関係が示されており（小野他，
2018），教育方法や評価について検討する際の基盤が形
成されている．このような評価機能への注力が，現在ま
でPBLを続けられている新潟大学歯学部においては各
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所にみられた．
⑵ カリキュラムを支える協働性（要素B）
「カリキュラムを支える協働性」（要素B）に関し，ま
ず注目したいのが，ストーリーライン⚒である．

ストーリーライン⚒（A教員：コアメンバーの配置）
A教員は，教員の協働性を高め，PBLを続けていく上で，コア
メンバーの重要性を指摘している．新潟大学歯学部では，PBL
に関する各授業科目のコアメンバーを学務委員長が決定し，そ
のコアメンバーがファシリテーターなどを組織している．コア
メンバーの選出基準としてA教員は，学習内容との合致度，
PBLに関する正しい理解，熱心な取り組みへの期待などをあげ
ている．このようにして選出されたコアメンバーがしっかりと
機能することで，多様なファシリテーターへの対応が可能であ
ると認識されている．

この「コアメンバー」という役割に関しては，Int3で

のA教員の語りなどを追加しながら，詳しく説明した
い．

まず，新潟大学歯学部では，PBLに関連する授業科
目に複数名，コアメンバーと呼ばれる教員を配置してい
る．配置される授業科目には，PBL科目だけでなく，
歯学スタディ・スキルズや，臨床実習も含まれており，
歯学科だけで22科目におよぶ．コアメンバーの選出基準
は，主に，①学習内容に合っているか（各授業内容の専
門家である），②PBLに関し間違った理解をしていない
か，③熱心な取り組みを期待できるかの⚓点である．こ
れらの基準を参考に総合的に判断し，学務委員長である
A教員が声をかけ，コアメンバーとなる教員の同意のも
と決定される．こうして，科目によって⚓～⚘名ほどの
教員がコアメンバーとして選ばれる．コアメンバーは，
A教員が提供する「PBL授業の組み立て方」などの資料
を読み，各授業に必要な準備を行う．準備は主にシナリ
オの選択や教材づくり，チューターへの連絡などであ
り，これらの授業準備に職員が関与することはほとんど
ない．こうしたコアメンバーを採用した組織構造は，学
部長や副学部長などのトップリーダーと，各授業の構成
員であるチューターとの間に，コアメンバーを置いた三
層構造となっており（図⚑参照），コアメンバーがミド
ルリーダーとして機能する構造となっている．このよう
にコアメンバーが置かれるようになったのは，2004年
にPBL科目「顎顔面診断治療学」が導入されるのと同
時期であり，その背景に関するA教員のメールでの語り
⚓を示す．

語り⚓（A教員）
新潟大学歯学部のPBLは，基本的には分野横断型であり，単独
の分野で行われるものはありません．そこで，授業での学習内
容に関連する各科目の専門家，具体的には各分野（教室）の代
表教員にコアメンバーとして参加してもらうようになったとい
うわけです．狭い歯学の領域とはいえ，それぞれの専門家に参
加いただくことは，シナリオ作成やグループ学習でのファシリ
テーションには不可欠でした．また，授業を設計，運営してい
く上で，熱心な少数のコアメンバーで議論する方が効率的だと
考えたからです．

このように，コアメンバーの配置は，シナリオ作成や
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表1 新潟大学歯学部におけるPBLの展開の流れ

図1 コアメンバーを置いた新潟大学歯学部の組織構造のイメージ



ファシリテーションに必要であるとの認識と，授業のデ
ザインや運営を少数で効率的に行うことへの志向から生
まれている．そして，チューターであるC教員のストー
リーライン⚓からは，コアメンバーが実際にどのように
機能しているのかがうかがえる．なお，このストーリー
ラインはC教員の語りをもとに描かれたものであるが，
グループインタビューにおいて，チューターであるD教
員もこれに関する語りを行っており，C教員だけでなく
D教員も同様の実感を持っていることがうかがわれた．

ストーリーライン⚓（C教員：チューターの連続性）
C教員は，チューターとしてPBLに関与する中で，チューターの
機械的な振り分けによって，以前の授業におけるグループ学習
の様子がわからないという課題を感じている．C教員は，可能
であれば初めからPBLに関与したいという思いを持つ一方，そ
れでは他の仕事に支障が出るとの認識をしている．そうした中，
PBLの最初の⚑クールをコアメンバーの教員が連続して実施す
る体制ができていることから，そのコアメンバーに任せている
状況であると捉えている．このようなことを背景に，C教員は，
よりよくしていくための改善点として，チューターの連続性の
担保をあげているが，それは現状では困難であり，大方上手く
いっているとの実感をもっている．

新潟大学歯学部では，チューターを配置する際に，
PBLやその授業内容に詳しいコアメンバーと，そうで
ない教員の担当日の割り当てに工夫が見られる．こうし
た工夫により，C教員は連続性の観点から，初めから
PBLに参加したいという思いと，その負担との兼ね合
いの中で，コアメンバーに任せ，大方上手くいっている
という実感を持っている．このチューターの配置の工夫
に関して，Int3や追加質問で得られた情報を参照した
い．

まず，新潟大学口腔生命福祉学科の2018年度⚒年前
期のPBL科目へのチューターの配置を，教員名を匿名
化して整理したものが表⚒である．この表において，大
文字アルファベットでグレーのセルはコアメンバーや授
業内容に精通した教員を，小文字アルファベットのセル
はその他の教員を示している．これを見ると「PBL入
門」は全てPBLや授業内容に詳しい同じメンバーが
チューターを担当し，続くPBL科目「人体のしくみ」
では，後半になるにつれ，多様な教員がチューターとし
て入る配置になっていることがわかる．また，後半の
PBL科目「口腔の科学」において，再びPBLや授業内
容に詳しい教員が導入段階でのチューターを担当する配
置になっていることが見て取れる．このようなチュー
ターの配置の工夫は，口腔生命福祉学科にPBLが導入
された2005年から徐々に行われた．A教員はその背景
について，メールで次のように答えている（［ ］内は
筆者の補足）．

語り⚔（A教員）
2004年度にPBLを開始して，当初，チューターの配置はあまり
気にしていませんでした．本来であれば，⚑つのグループを継
続して同じ一人のチューターが指導していけばよいのでしょう
が，教員の教育負担，また，教育以外に臨床などありますから，
毎回，違うチューターがグループ学習に参加していました．そ
うすると，［授業の問題点として「毎回，ファシリテーターが変
わる」という（小野他，2006）］学生から意見が出て，何かしら
の対応を求められました．かといって，少数の教員に多くの負
担を課すこともできません．そこで，コースの中の重要な部分，
具体的には，授業の最初でコアメンバーが（継続して）しっか
り指導すれば，その後は，言葉は悪いですが，いい加減な
チューターでも学生はしっかりやってくれるだろうと考えたわ
けです．他にも，⚑つのシナリオが終わるまとめの時にコアメ
ンバーが入るなどしています．

また，ファシリテーターとしての役割を担うチュー
ターの連続性が保証されないという，教育の連続性の問
題に関し，ストーリーライン⚔を参照したい．

ストーリーライン⚔（A教員：教育の連続性）
A教員は，学生グループにつくチューターに関し，毎回チュー
ターの変動が起こることになるため，教育の連続性に関する不
安を抱いている．こうしたことに配慮し，口腔生命福祉学科で
は，PBLの最初の⚑クールをコアメンバーの教員が連続して実
施する体制をとっている．また，ファシリテータ・ガイド集に，
グループの学習履歴を残す方法をとることで，前回の学習活動
を把握できるようにする工夫をしている．
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表2 2018年度の口腔生命福祉学科⚒年前期のチューターの配置
月日 科目名 担当教員① 担当教員② 担当教員③

⚔月⚙日 PBL入門 A B C
⚔月10日 PBL入門 A B C
⚔月12日 PBL入門 A B C
⚔月16日 PBL入門 A B C
⚔月17日 PBL入門 A B C
⚔月19日 人体のしくみ D E F
⚔月25日 人体のしくみ G C F
⚔月26日 人体のしくみ E C F
⚕月⚑日 人体のしくみ E H G
⚕月⚗日 人体のしくみ D A I
⚕月⚙日 人体のしくみ a b c
⚕月14日 人体のしくみ d e f
⚕月21日 人体のしくみ g h i
⚕月23日 人体のしくみ j k l
⚕月29日 人体のしくみ m n o
⚖月⚔日 人体のしくみ p q r
⚖月⚕日 口腔の科学 C D A
⚖月11日 人体のしくみ s t u
⚖月14日 人体のしくみ v w x
⚖月19日 口腔の科学 B E A
⚖月25日 口腔の科学 J I E
⚖月29日 口腔の科学 y z aa
⚗月⚔日 口腔の科学 ab ac ad
⚗月⚙日 口腔の科学 ae af ag
⚗月13日 口腔の科学 ah ai aj
⚗月18日 口腔の科学 ak al am
⚗月23日 口腔の科学 an ao ap



A教員の回答やストーリーラインから，教育の連続性
の問題は学生やチューター，コアメンバーの間で共通に
認識されており，チューターの配置を工夫するだけで
は，教員の負担の観点から対応しきれない問題として早
期に課題にあがっていたことがうかがえる．そうした中
で，教員のファシリテートを支援するガイド資料ととも
に，グループ学習時の学生の記述をコピーしてバインド
し，チューター間で共有していくファシリテータ・ガイ
ド集が作成されることとなった．この背景について，A
教員はメールで次のように答えた（［ ］内は筆者の補
足）．

語り⚕（A教員）
PBLを導入した2004年の10月（⚖回）および11月（⚒回）に，
全教員を対象としてPBLワークショップを開催しました．上記
の「顎顔面診断治療学」を見学していただき，その後，KJ法に
よる課題の抽出と二次元展開法［＝複数の要素を任意の二軸上
に表して整理する方法］による解決策の提案という内容でした．
これは，PBLという新しい学習方法を知ってもらうという点で
はそれなりの意味はあったのですが，ワークショップの企画内
容にもよるのでしょうが，FDを通じてチューターとしての能力
を高めるという点ではほとんど効果はなかったように感じてい
ます．多くの教員の意識は，チューターはやるけれど，どうす
ればよいのかマニュアルを作ってほしいというところが本音
だったのではないでしょうか．そこで，ファシリテータガイド
ブック［＝ファシリテータ・ガイド集］を充実しようという方
向になったと記憶しています．

この回答からも，PBLが導入された早い段階から，
構成員である教員のニーズを読み取り，改善に向けて動
いていたことがうかがえる．
⑶ カリキュラムとマネジメントの対応（要素C）
「カリキュラムとマネジメントの対応」（要素C）に関
し，Int1で得られた次のストーリーライン⚕を示す．

ストーリーライン⚕（A教員：教育効果と教員負担）
A教員は，知識の重要さを認めつつ，医療人としての知識以外
の能力の重要性に着目し，そうした知識に限られない能力を育
成する一つの方法としてPBLを実施するという学部としての方
針を貫いてきたことが，PBLの持続可能性に関係していると考
えている．一方，教員負担の大きさも実感しており，教育効果
と教員負担の間柄は，トレードオフの関係にあると捉えている．
この教員負担の問題は，広く浅い分担となるようにし，負担が
かかってもやるべきことは進める方向で教員の合意を得ながら
バランスをとる必要性があるとしている．

この中で，どのように教育効果と教員負担のバランス
をとったのかがうかがえるものが，Int2から得られたス
トーリーライン⚖である．

ストーリーライン⚖(A教員：バランスをとるための方略）
A教員は，DPなどの歯学部のプログラムにおける学生の教育目
標や人材像において，変化していく社会に対応する問題解決能
力や自己主導型学習能力を掲げ，それらの力をつけるPBLを歯
学部全体における重要な教育方法の一つとして位置づけている．
一方，効果的なPBLの実施には，膨大な数のチューターが必要
になる．この点に関し，口腔生命福祉学科では，数で割る方略
をとった．教授，准教授，講師，助教，大学院生の職階などに
関係なく全員が均等に同じ回数チューターを担当する体制をと
り，教授でも多忙を理由に担当しないことを許さない仕組みが
できている．A教員は，この体制によって，チューター一人当
たりの負担が減り，職階による不公平感もないことでPBLを続
けていくことが可能になっていると感じている．

効果的なPBLを実施するためには多くのチューター
が必要になる，一方，チューターを担当する教員の負担
もケアしていかなくてはならない．こうした条件の中
で，A教員はチューターの数を減らしたPBLの実施では
なく，効果的なPBLに必要なチューターを，大学院生
も含めてより多く確保し，職階に関係なく均等な回数で
振り分けるように動いた．これによって，各構成員の負
担に配慮しながら，効果的なPBLに必要な要素を欠く
ことなく実施することができている．したがって，新潟
大学歯学部ではマネジメントが可能なようにカリキュラ
ムを変更するのではなく，カリキュラムに必要なマネジ
メントを考えて対応していく流れとなっていたと考えら
れる．

そして，次に示すInt1における語り⚖で，A教員が
語っているように，教育に費やした労力が業績となる仕
組みも考えられている．

語り⚖（A教員）
うちの場合は教員のほぼ100パーセントが任期制をとっているん
です．［中略］その中で教育の業績，授業いくつやったとかいう
そういう労力に関するポイントが振られていたりとかするので，
再任の時に［中略］多少は有利になるし，そういう功利的な面
でも，システムとしてはありますよ．タダで，純粋なボラン
ティアとか奉仕でやれというのはなかなか厳しいものがあるの
で．

ここでは，再任において教育への労力が評価されるこ
とが示されている．しかし，それにとどまらず，新潟大
学歯学部では教育的取り組みを研究業績として残してい
く文化が築かれている．例えば秋葉他（2017）や小野
他（2006）などで，新潟大学歯学部における教育実践
が論文化されていることがその実例である．このよう
な，教育と研究と結びつける新潟大学歯学部の活動は，
Hutchings & Shulman（1999）が 提 言 す る
Scholarship of Teaching & Learning（SoTL）の概念
に通ずるところがある．SoTLとは，大学教員の学識
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は，単に専門分野の研究のみではなく，学生の学習を向
上させるすぐれた教授実践の探求とその共有にも存在す
るという考え方である．こうした取り組みや文化が，
PBLのカリキュラムに必要なマネジメントを下支えし
ていたと考えられる．
⑷ 外部との連携（要素D）
「外部との連携」（要素D）に関しては，特に意識して
いないという語りが主であり，ストーリーラインとして
ストーリー化するほどの流れを紡ぎ出せなかったが，こ
うした外部への認識がうかがえるインタビュー中の語り
を引用し，考察を加えていきたい．まず，Int1の「なぜ
PBLを続けられているのか」に関するA教員の語りの一
部を以下に示す（［ ］内は筆者の補足であり，また

｛ ｝内は特定の学会名が入っていたが筆者が編集し
た）．

語り⚗（A教員）
別に私たちは｛特定の｝学会で流行っているからやるとかそう
いうつもりは全然ないので，自分たちのニーズに合わせてやっ
ているだけなので，［PBLを続けられている理由は］そこらへん
かな．

この語りから，新潟大学歯学部では，外的な流行や外
的な要請のためにPBLを実施するのではなく，あくま
で当該学部における必要性からPBLを実施するという
姿勢が貫かれていたことがうかがえる．ただし，これは
外部の社会的状況を無視しているということではない．

このことは，新潟大学歯学部におけるPBLの取り組
みが，文部科学省のGPを獲得し，各種答申や歯学教育
モデル・コア・カリキュラムに沿う取り組みとなってい
ることからも明らかである．また，要素Aにおける評価
機能に関し，外部の一つである，学生の卒業後の就職先
の雇用主による評価を意識し，実施していることから
も，外部との関係を考えていないのではなく，当該学部
のニーズとつき合わせて，本当に必要な外部との連携を
検討し，実行していると捉えることができる．
⑸ PBL継続事例の実態

本研究では複数回のインタビューを実施し，インタ
ビュー時間も計100分を超える長さであることから，15
を超えるストーリーラインが形成された．紙面の都合上
今回提示できたのはその一部である．したがって最後
に，Int1とInt2に対するSCATによる分析から得られた
各ストーリーラインを新たな⚑つのSCATのセグメン
トとして記述し，それをさらにSCATで分析する手法

（大谷，2019）によって作成された，PBL継続事例の実
態の全体像を示す，ストーリーライン⚗を提示したい．

ストーリーライン⚗（全体：新潟大学歯学部の実態）
継続事例である新潟大学歯学部では，外的な要請からではなく，
当該学部のニーズから，DPを実現するための方法としてPBLに
よる問題解決能力の育成が目指された．カリキュラムデザイン
は，科目間の関連性を考慮したカリキュラム，かつ，学年が上
がるにつれ高次化するカリキュラムとなるよう設計されている．
また，他の医療分野と比較し，歯科の医療従事者に特に求めら
れる能力として，グループとしてではなく，個人の問題解決能
力を捉え，その育成に向け，従来のPBLに改良を加えたMTJ

（Modified Triple Jump）が実施されている．しかし，PBLを実
施する中で課題も浮き彫りになった．最初に語られたのは，グ
ループごとの学習の質の違いである．グループ学習において追
加の学習課題が行われることは許容しているものの，チュー
ターによる支援度の違いにより，必須の学習課題が抜け落ちて
しまうことがあった．こうした課題の対策の一つが，ファシリ
テータ・ガイド集による学習活動の接続である．毎回のチュー
ターが異なっても学習活動がつながり，教員がすべき働きかけ
がわかるように支援ツールを充実させたのである．さらに，新
潟大学歯学部のPBLでは，構成員の構造化が図られ，中心的な
コアメンバーとチューターの分業により効率的な授業運営がな
されている．これには，教員間の目的意識の統一を目指す意味
も含まれており，コアメンバーに，PBLへの正しい理解のある
教員が選ぶことによって，目的の分散を避けている．また，労
力に見合う効果の実感を得るためには，目的に応じた方法と評
価が選ばれなくてはならないとの考えから，知識の獲得が主眼
ではない点で，知識獲得が主なTBLでの代替可能性を否定して
いる．そして評価に関しては，経年的な成長の評価をエビデン
スの提示とともに行っていく必要性を感じ，ポートフォリオを
活用した経年的な評価を行っている．これをコースレベルにと
どまらないプログラムレベルのポートフォリオとして，プログ
ラムポートフォリオと呼び，さらなる改善を目指している．こ
のような授業における評価で，問題解決能力や自己主導型能力
の育成の手応えを得るのみならず，卒業生や雇用主からの声を
聞く中で，臨床家としての評価の高さも実感されている．この
ようにして，新潟大学歯学部では，教育効果と教員負担のバラ
ンスを意識し，教員負担を軽減する工夫とともにPBLが続けら
れている．

このストーリーラインから，新潟大学歯学部では，各
課題に対応し，手応えを得ながらPBLを続けているこ
とが明らかとなった．また注目すべきは，PBL導入の
目的が，自己主導型学習能力や問題解決能力の育成な
ど，PBL独自の長所を生かせるものであったことであ
る．新潟大学歯学部では，モデル・コア・カリキュラム
や答申を視野に入れながらも，DPなどの組織的な教育
目標を実現させるための，当該学部のニーズにもとづ
き，PBL独自の長所とその必要性が共有され「PBLの
代替不可能性」が認められていたことがうかがえる．そ
のような状況の中で，新潟大学歯学部では教員負担を軽
減する工夫を凝らしながらも労力をかけ，教育効果を実
感できるように改善を行いながらPBLが続けられてい
たのである．
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4. 結論

⑴ PBLの持続要因の検討
PBLの持続意義が認められた場合，PBLを続けてい

くために必要なことは何か．これに対し本研究では，
PBL継続事例の調査と分析から，PBLの持続要因とし
て「教員負担の軽減」を図りつつ「教育効果の実感」を
得られるようにする工夫が特に重要であると考える．

PBLを続けていくために，問題となる教員負担を減
らすとしても，それにより教育効果がなくなってしまっ
ては本末転倒である．PBLではチューターの負担が問
題となりがちだが，かといってチューターを配置しない
という方略をとることは，学生の学習プロセスのファシ
リテーションや評価が困難となり，教育効果の低下を招
くことになる．これが手応えのなさにつながり，PBL
の持続可能性を下げることは想像に難くない．

しかし一方で，教育効果のみを追求し，教員に負担の
かかる方法でPBLを実施することも，教員の多忙さか
ら内部崩壊していくことが予想される．A教員が語るよ
うに，教員負担と教育効果はトレードオフの関係にある
と捉え，教育効果と教員負担のバランスを保っていくこ
とが，PBLを続けていくためには必要だと考えられる．

また，その際に「教育効果の実感」は教員の心理的な
負担感を軽減する可能性がある．ストーリーライン⚑で
示した，労力に見合う効果（教育効果）の実感が，教員
のPBLの取り組みへの参与の動機づけにつながるとい
う考えである．実際，杉山・松下（2019）で報告され
ている中断事例では，PBL導入後も，評価方法に大き
な変化がなく，効果が表に現れないまま，手応えのなさ
が教員と学生の間に蔓延していた．これによって，
PBLの実施に対する構成員の協力が得られなくなり，
さらに手応えが感じられなくなる悪循環に陥っていたこ
とが示されている．教員負担については，特に初等・中
等教育において「やりがいのない多忙感」（北神・高木，
2007）が問題となっている．もちろん，「やりがい」と
いう言葉によって全ての教員負担を不問にすることは
あってならないが，自身の労力が報われたという実感

（教育効果の実感）によって，教員の心理的な負担感が
和らぎ，動機づけにつながるというのもまた事実ではな
いだろうか．
⑵ まとめと今後の課題

具体的にどのような手立てによって，PBLの持続可
能性を高めることができるのか．その方法に関しては，
各大学学部の特性や実践の文脈に左右される点も多く，
普遍的に有効な手立てを提示することは困難であると考
えられる．しかし，継続事例の取り組みを参考に，各大
学学部で効果が期待できる方法を取り入れていくことも

可能であろう．そのため，表⚓に新潟大学歯学部が行っ
てきた課題への具体的な手立てを整理した．

そしてこれらに加え，PBLの教育効果を上げるには，
不足しがちな知識への配慮という観点から，知識を獲得
する講義科目などとPBL科目を有機的に関連づけてい
くことも求められる（小野・松下，2015）．これらの知
見を参考に，各大学学部の特性や実践の文脈に合わせ
て，最適と思われる手立てを講じていくことがPBLを
続けていくための着実な方法ではないだろうか．

本研究では，筆者が対象事例の所属ではないことによ
り，その取り組みを客観的に眺めることができた．その
一方，卒業時アンケートの内容など，調査の際に確認は
されたが本稿において提示することができなかったデー
タも存在する．今後も新潟大学歯学部の先進的な取り組
みを期待し，その動向に注目していきたい．
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